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平成 18 年 9月 1 日 一部改定 

平成 20 年１月 10 日 一部改定 

                                               平成 21年 12月 10日一部改定 

 

大阪
おおさか

脊柱
せきちゅう

靭帯骨化
じ ん た いこ っか

症
しょう

友の会(大阪 OPLL 友の会) 会則 
 

 (名称) 

第１条  本会の名称を大阪脊柱靱帯骨化症友の会と変更する（会則第 26 条により、平成２１年１２月１０日

会長が決定） 

略称は大阪ＯＰＬＬ友の会とする 

 

(事務局) 

第２条  本会の事務局は、当分の間、会長の居住地とする。 

 

(目的・活動) 

第３条  本会は、後縦靭帯骨化症、黄色靱帯骨化症，前縦靱帯骨化症など脊柱靭帯骨化症全般に関す

る、患者自身、家族、介護者、賛助会員、賛助団体などが連携し、医療体制の確立および福祉の向上を求

め、社会啓発活動、会員相互の親睦、組織の充実を図ることを目的とする。 

 

(会員の種別など) 

第４条  本会の会員は次のとおりとする。 

（１） 患者会員  医師より脊柱靱帯骨化症と診断を受けた方 

（２） 介護会員  患者会員の家族、親戚、友人、知人など 

（３） 賛助会員  会の趣旨に賛同し、会の運営や活動を支援する者  

（４） 賛助団体  会の趣旨に賛同し、会の運営や活動を財政支援する団体 

 

(入会) 

第５条   本会に入会しようとする方は、入会申込書を会長に提出し その承認を受けなければならない。 

 

(会費の納入) 

第６条 会員は、以下に従って会費を納めなければばらない。 

（１）  患者会員  年間３６００円 

（２）  介護会員  徴収しない 

（３）  賛助会員  徴収しない 

（４）  賛助団体  年間 一口 １２０００円 

２． 会計年度の途中に入会する場合は、入会月より３月までの会費を納めるものとする。 

３． 会費の納入は、期初を原則とする。 

 

(資格の喪失) 

第７条 会員は次の各号の１に該当するときは、その資格を失う。 

（１）  退会したとき。 

（２）  除名されたとき。 

（３）  本会が解散したとき。 

 

(退会) 

第８条 会員が退会しようとするときは、退会願を会長に提出し、その月までの会費を完納することとする。 

 

 (除名) 

第９条 会員が次の各号の１に該当するときは、除名することができる。 

（１）  本会の名誉を汚し、または信用を失うような行為があったとき。 

（２）  会則または総会の決議を無視する行為があったとき。 

（３）  著しく会費を滞納したとき。 
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(権利の喪失) 

第１０条  退会したものまたは除名されたものは、会員としての一切の権利を失い、すでに納入した会費そ

の他本会の資産に対してなんらの請求をすることができない。 

 

 (役員) 

第１１条   本会に次の役員を置く。 

 (１)  会長 １名 

(２)  副会長 ２名 

(３)  会計 １名 

(４)  監事 ２名 

（５） 相談役    若干名 

 

 (役員の選任) 

第１２条  役員は協議して決定する。 

 

 (役員の職務) 

第１３条  会長は、本会を代表し、会務を総理する。 

２．副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または欠けたとき、その職務を行う。 

３．会計は会の会計に関する職務を行う。 

４．監事は 民法第５９条に定める職務を行う。 

５．相談役は、会の運営などについて相談を受けることとする。 

 

 (役員の任期) 

第１４条 役員の任期は２年とする。ただし、再任することができる。 

 

 (役員の解任) 

第１５条  役員が次の各号の１に該当するときは、その役員を解任することができる。 

(１) 心身の故障のため、職務の執行に耐えないと認められたとき。 
(２) 職務上の義務違反その他役員たるにふさわしくない行為があると認められたとき。 
 

 (役員の報酬) 

第１６条 役員はすべて無給とする。 

 

 (会議) 

第１７条  会議は 定期総会 と 臨時総会 とする。 

２．会議は会長が召集する。 

３．臨時総会は 会長が必要と認めたときに召集する。 

４．総会は司会者１名、議長１名 を選出する事とする。ただし議長の選出が困難なときは、司会者一名にて

議事を進行できる。 

 

 (総会の議決事項) 

第１８条  総会は、この会則に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

(１) 事業報告および収支決算。 
(２) その他の重要事項 

 

  （総会の定足数） 

第１９条  会員は、それぞれ１個の表決権を有する。 

２．総会は 総会員の過半数の出席により、議決できる。 

３．総会の議事は出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

 

  (書面表決等) 

第２０条  総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について、書面をもって表決し、または、

他の出席会員に表決権の行使を委任することができる。 
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(事業年度) 

第２１条  本会の事業年度は 毎年４月１日から、翌年の３月３１日までとする。 

 

  (資産の構成) 

第２２条  本会の資産は、会費、寄付金、およびその他の収入から成るものとする。 

 

 (資産の管理) 

第２３条  本会の資産は、会長が管理し、日常の出入金は会計がこれを行う。  

 

 (経費の弁済など) 

第２４条  本会の経費は資産をもって弁済する。 

２． 役員が全脊柱連総会など、会を代表して出席する場合の交通費、宿泊費用など会の為に要した費用

は全額を会より支払うものとする。 

３． 他の会の会合などに参加する場合であって、一部費用の支払いを受けた場合は、その残額を支払うも

のとする。 

４． 当会の総会、医療相談会、交流会などの交通費やその他の費用は会より支払わない。 

５． 当会が加盟する団体の会費は、会より支払うこととする。 

６． 毎事業年度の決算において剰余金が生じたときは、翌年度に繰り越すものとする。 

 

 (会計書類) 

第２５条   会長および会計は毎事業年度終了とともに、次の書類を作成し、監事に提出して、その監査を

受けなければならない。 

(１) 事業報告書 
(２) 収支に関する決算書類 
(３) その他必要な付属書類 

２．監事は、前項の書類を受理したときは、これを監査し、監査報告書を作成して会長に提出しなければなら

ない。 

 

 (会則の変更) 

第２６条 この会則は、総会において、出席会員の４分の３以上の議決を得れば、変更できること

とする。なお、会に支障がない範囲において会長が改定できることとする。 
 

 (解散) 

第２７条 会の解散は、会員の８０パーセント以上の賛成にて決定する。 

 

 (残余財産の処分) 

第２８条 本会の解散による残余財産の処分は、総会において出席会員の４分の３以上の議決を得て決定

することができる。 


